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法制・基本問題小委員会 委員構成 
権利者団体（１０） 

浅石道夫 (一社)日本音楽著作権協会 

井坂聡 協同組合日本映画監督協会 

梶原均 日本放送協会 

華頂尚隆 (一社)日本映画製作者連盟 

久保田裕 (一社)コンピュータソフトウェア著作権協会 

後藤健郎 (一社)日本映像ソフト協会専務理事  
((一社)コンテンツ海外流通促進機構) 

笹尾光 (一社)日本民間放送連盟 

椎名和夫 (公社)日本芸能実演家団体協議会 

畑陽一郎 (一社)日本レコード協会理事 

井村寿人 (一社)日本書籍出版協会 

学識者（１６） 

井上由里子 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

上野達弘 早稲田大学法学部教授 

大須賀滋 東京地方裁判所判事（知的財産権担当） 

大渕哲也 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

奥邨弘司 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

末吉亙 弁護士 

龍村全 弁護士 

茶園成樹 大阪大学大学院高等司法研究科教授 

道垣内正人 早稲田大学大学院法務研究科教授、 
弁護士 

土肥一史 日本大学大学院知的財産研究科教授 

前田哲男 弁護士 

前田陽一 立教大学大学院法務研究科教授 

松田政行 弁護士 

森田宏樹 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

山本隆司 弁護士 

横山久芳 学習院大学法学部教授 

消費者団体（１） 

河村真紀子 主婦連合会 

ＩＴ業界（２） 

今子さゆり ヤフー(株) 

野原佐和子 (株)イプシ・マーケティング研究所 

（計30名、五十音順、敬称略） 

産業界（コンテンツ・ＩＴとも含む）（１） 

吉村隆 (一社)日本経済団体連合会 
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著作物等の適切な保護と利用・流通に関する小委員会 
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権利者団体（６） 

浅石 道夫 (一社) 日本音楽著作権協会 

華頂 尚隆 (一社) 日本映画製作者連盟 

笹尾 光 (一社) 日本民間放送連盟 

椎名 和夫 (公社) 日本芸能実演家団体協議会 

畑 陽一郎 (一社) 日本レコード協会理事 

松本 悟 (一社) 日本動画協会 

学識者（８） 

土肥 一史 日本大学大学院知的財産研究科教授 末吉 亙 弁護士、東京大学法科大学院客員教授 

大渕 哲也 東京大学大学院法学政治学研究科教授 龍村 全 弁護士 

奥邨 弘司 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 長谷川 浩二 東京地方裁判所判事（知的財産権担当） 

岸 博幸 慶應義塾大学大学院ﾒﾃﾞｨｱﾃﾞｻﾞｲﾝ研究科教授 松田 政行 弁護士 

ＩＴ業界（４） 

今子 さゆり ヤフー (株) 

榊原 美紀 (一社) 電子情報技術産業協会 

杉本 誠司 (株) ニワンゴ 

丸橋 透 ニフティ (株) 

消費者団体（２） 

河村 真紀子 主婦連合会 

津田 大介 (一社) インターネットユーザー協会 

（計20名、50音順、敬称略） 
※長谷川委員は、小委員会から参加 



これまでの検討状況 
年月日 できごと 文化審議会 著作権分科会 

2013/3/22 「クラウドメディアサービスの実現」の規制改革要望受付 
→ 5/2 規制改革会議より文部科学省へ検討要請 

2013/4/17 産業競争力会議（三木谷主査／竹中主査） 
「クラウドコンピューターサービス促進のための法令上の措置等」の提案 

2013/6/7 知的財産戦略本部「クラウドサービスやメディア変換サービスといった 
新たな産業の創出や拡大を促進する全体的な法的環境の整備」 （2ヵ月後↴ ） 

2013/8/7,  
9/12 

法制・基本問題小委員会開催(8/7, 9/12) 
JEITA、クラウドほか10サービス類型での改正ニーズを説明 

2013/9/30 規制改革会議「創業・IT等ワーキング」にてJEITAヒアリング 
→ JEITA：法制・基本問題小委の委員構成を指摘 

2013/12/16 「著作物等の適切な保護と利用・流通に関するWT」第1回、
主査より「当面は30条問題から議論していくこと」の提案→
了承 

2013/12/20 規制改革会議／IT戦略本部「IT利活用の裾野拡大のための規制制
度改革集中ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ」・・・平成26年度のなるべく早い時期に結論 

（3ヶ月間、審議無し） 

2014/2/17 第2回、JEITA・主婦連：審議の射程拡大と加速化を要請 

2014/3/17 JEITA：審議の射程拡大と加速化を要請する意見書を文化庁に提出 

（5ヶ月間、審議無し） 

2014/5/27 自民党提言「今後の新たなサービスに対応することが出来るよう柔軟
性のある規定」「今年度前半には結論」 

2014/6/20 知的財産戦略本部「文化審議会の議論を加速化・・・（短期）」 

2014/6/24 「規制改革実施計画」閣議決定・・・「平成26年度上期結論」 

2014/7/23 
～10/16 

「著作物等の適切な保護と利用・流通に関する小委員会」
開催（7/23、8/7、8/28、9/18、9/30、10/16） 
JEITA：進行を助けるため、海外法令調査を実施／報告 
ユーザ団体：「日本においても米国型フェアユースを」 
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JEITAの求めるサービス 

私的複製の支援サービス クラウド上の情報活用サービス 

課題 

個人向け 
録画視聴サービス 

アクセシビリティ 

クラウドサービス 

プリントサービス 

タイプ４ 

タイプ１ 

メディア変換 

論文作成・ 
検証支援サービス 

法人向け 
TV番組検索
サービス 

スナップショット・ 
アーカイブ 

e ラーニング 評判分析サービス 

タイプ３ 

iTunes 

汎用 

放送 
録画型 

録画 
転送型 

タイプ２ 
ロッカー型 

YouTube Cablevision 

Aereo 

専用 

変換機能付加 

小委員会にて合意済み 

1.合意済み範囲（上記、赤色） 2.柔軟な規定との乖離 3. 審議会方式 

スキャン＆マッチ 
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